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わが1可 も、豊かな住41活を目指す「f卜 41活 基本法 |

の制定以来、2009年 6月 には 1長期優lt住宅普及促 ll

法Jが施行され、良質な住宅 fl環境の た現にFJけて
歩みHIし ました

しかし、米だに私たちの(I tti活 は先 ll i拷 1に はほど

遠 く、実効ある住宅施策の充
'(が

望まれるとこ/,で

す、特に、住宅にかかるlllイ t税につきましては、f卜宅

取得イにとって過人な税

`1引

1で あり、さらに、将来の

消費税増税に対する不安が|・l入 しています 今こそ、
イト七lR得 に係る消費税のllK本的見直しが図られねばな

りません.

こうしたIliで、本会は、f卜宅関連γ業界の政治意識

を穣成し、fL宅 業界の発展を|ス|る と共に、I可 ltの 「0
かなイト′1:活の実現Jのために必要な政治活動を行うこ

とを目的として設立されました

何■、本会の趣旨、‖的にご賛「1い ただきまして、

ご大会I場 りますようお願い し Lげます

fL宅席業振興連マ1

会長 樋|1武り;

本会は、全国の住宅関連産業界の政治意識を穣成し、同

業界の発展を図ると共に、国民の 「豊かな住生 )この実現」

のために必要な政治活動を行うことを目的とする。

1巧丹究会、講演会等の開催

ゼ機関紙、その他 E日刷物の発行

、い関係諸団体との連携

|オ そヽの他、本会の目的達成に必要な事業

1 国の政策の柱に住宅政策を据え、生活大国へ。
2住 宅 住環境は国民の生活基盤であり、活力と倉J造
の源泉。良質な住宅ストックの構築を。

3住 宅 まちづくりから新エネルギーを倉J出 し、省資
源と地球環境に寄与。

4 内需の柱としての住宅産業は地方経済に寄与し、我
が国の持続的経済成長に貢献。

5住 宅に係る消費税は、欧米先進国と同様に軽減税率
や還付など軽減措置を図るべき。
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住宅産業振興連盟入金申込書

〈入会と会費〉
・本会の趣旨に贅同される個人はどなたでも入会できます
・会費は、年会費1□ 1.000円からです。
(例)2□ 2,000円  10口 10,000円 など
FAX又は郵送にて事務局までご送付ください。

FAX:03・ 3519・6861 お問い合わせ :03‐ 3519・ 6860
住巖遭ホームページからも入金できます

住宅産業振興連盟 (略称住産連)
http://―w jyusanren jp

事務局 〒1050001東京都港区虎ノ門166晩翠軒ビル1階
TEL : 03‐ 3519‐6860 FAX : 03-3519-6861

住宅産業振興連盟の趣旨に賛同じ入会します

ご 記 入 日 |

会 費 回 数 |

入会者ご氏名

年 月

一

曰

□ 円

I T

ご 自宅 住 所

紹 介 者 名

勤 務 先 名

(勤務先に案内を送付する場合は次にご記入下さい。)

住

■
所

部 署 名
|

お 役 職 名

20138作成



豊かな住生活の実現に向けて

安全 。安心 。快適の住宅 。住環境を !!

4000万円
口m贅 :  2“,万円
■it●●費:16005円
■自己資金 :   〕●∞万円
■住宅ローン:  3p"万円

■住宅口●: 122“

■土亀口●:231“

■●た口●● ●E: 口7571円
r● ■●1 840F円

(33● 凛●3人(● 子1人 :3● )〕
世●年収調 万円

取得にかかる税は150万円
そのうち消費00J125万円(釣8日)

消費税率が引上げ00%)
になると消費8tは250万 円になり
取得時の税合計は
2,757,100円 :こtP。

く住生活基本法 (平成 18年 6月 8日7AS布・施行)>
基本理念
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・耐久・省エネで安全 。映適な生活‖「耐震
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世界各国の消費税比較
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1.住宅取得に係る消費税負担の軽減措置を
住宅は誰もが必要な大切な生活基盤であり、その取得は

日々の勤労の成果であり、夢と活力の源泉。消費税引き

上げに際しては、過重な負担を軽減する。ひきつづき、住

宅取得に係る消費税については、軽減税率の導入などの

抜本的見直しを図る。

2.フラット35Sの金利引き下げの拡充
長期金利の上昇に鑑み、全期間固定金利型住宅□―ン・

フラット35のうち、長期優良住宅等の優遇 (フ ラット

35S)を、金利1%引 き下げ、10年間に拡充。

3.住宅取得資金の贈与非課税の拡大と恒久化
平成 26年末終了の直系尊属 (親・祖父母)からの、住宅取
得資金の贈与非課税制度は非課税枠拡大と恒久化を図る。

バリアフリーで楽々生活〕 「可変性確保で簡単なリフォーム 1 j税の軽減でゆとりある敷地
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4.再生可能エネルギーを利用する

住宅の支援
太陽光発電、燃料電池、風力発電など、住宅・まち

づくり・ リフォームにおける自然エネルギーの利活

用の促進。

5.新しい住宅金融のしくみづくり
取得リスクの軽減を図るノンリコースローンや、高

齢期の生活にゆとりを生み出すリバースモーゲージ

(住宅担保□―ン)の導入促進を図る。

6.住宅□―ン減税の恒久化
租税特別措置法での短期時限的措置から、豊かな国民

生活を生み出す本格的な税制として立法化。

X土地は消費税非課税

ありがとう !

この寂をこの子たちが
ずつと住み緒いていくのね
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|「 J堕 率 ■ 住宅取御こかかる消費税率 ■ 食品にかかる税率 |

(2013年 1月 現在 住団連資料より)


